
交 規 発 第 ７ ３ 号

平成１３年３月１２日

各 所 属 長 殿

岐 阜 県 警 察 本 部 長

交通情報の収集・通報連絡要領の制定について

、 、 、 、県内の交通情報を正確 迅速に把握し 所要の措置を講じ 諸般の情勢に対処するため

このたび、別添「交通情報の収集・通報連絡要領」を制定し、平成１３年４月１日から運

用することとしたから、誤りのないようされたい。

、 、 「 」なお 昭和４９年５月２０日付け 交企発第１５０号 岐阜県警察交通管制要綱の制定

は廃止する。



別添

交通情報の収集・通報連絡要領

１ 目的

この要領は、県内の主要幹線道路の交通に影響を与える交通障害等の発生に際し、交

通情報の収集・通報連絡等の必要な事項を定めることにより、適切な交通管理を実施す

ることを目的とする。

２ 交通情報の種別

交通情報の種別は、次の３種類とする。

(1) 交通障害情報

自然災害、異常気象、交通事故その他の事由に基づく道路の通行不能、通行の禁止

及び通行の制限に関する情報（道路使用情報を除く）をいう。

(2) 道路使用情報

道路における工事若しくは作業又は競技会等の開催に伴う道路使用（以下「道路使

用」という ）に関する情報をいう。。

(3) 交通渋滞情報

車両の過度集中、道路工事、事故等の事由により、道路上における車両の交通が滞

り、速度がおおむね毎時20キロメートル以下になっている状態（以下「交通渋滞」と

いう ）に関する情報をいう。。

３ 対象道路

(1) 交通情報の通報連絡を行わなければならない対象道路は、高速自動車国道、自動車

専用道路、国道、主要地方道及びその他の有料道路とする。

なお、対象道路以外の一般県道及び市町村道であっても、交通障害や交通渋滞によ

り交通管理上の影響を及ぼす場合及びその障害等が対象道路に関連する場合は、対象

道路に準ずる。

(2) 異常気象時における道路通行規制区間は、別に指示する。

４ 交通情報の収集

(1) 交通規制課長は、交通管制センターの機能を活用するほか、隣接県警察、道路管理

者、気象関係機関、財団法人日本道路交通情報センター等との連絡を密にし、広域的

な交通情報の収集に努めなければならない。

、 （ 「 」 。） 、(2) 警察署長 交通機動隊長及び高速道路交通警察隊長 以下 署長等 という は

警ら、交通指導取締り、交通事故処理、道路使用（占用）許可等日常の業務を通じ、

交通情報の収集に努めなければならない。

(3) 警察官は、交通情報を入手したときは、速やかに署長等に報告しなければならな

い。

５ 交通情報の通報連絡

、 、(1) 交通規制課長及び署長等は 対象道路において交通障害若しくは交通渋滞が発生し

又は発生するおそれがある場合及び道路使用が行われる場合は、一般道路においては

一般道路における交通情報通報連絡基準 別表１ 高速自動車国道においては 高「 （ ）」、 「

速道路における交通情報通報連絡基準（別表２ 」に基づき、別表に記載するそれぞ）

れの通報連絡先に通報連絡するものとする。



(2) 通報連絡事項は、次のとおりとする。

ア 交通情報の種別及び通報種別

イ 交通障害、道路使用又は交通渋滞の発生日時

ウ 交通障害、道路使用又は交通渋滞の発生場所等

エ 交通障害、道路使用又は交通渋滞の交通規制内容

オ 交通障害、道路使用又は交通渋滞の原因、内容等

カ う回路

キ 解消の見通し

ク その他参考資料として位置図、現場付近の略図

(3) 交通情報の通報連絡方法

交通情報の通報連絡は、別記様式「道路交通情報通報票」により、交通管制センタ

ーへファックスにより行うものとする。

なお、急を要する場合は、電話（無線）により一報の後、前記要領で通報連絡する

こと。

６ 交通情報の広報等

(1) 交通規制課長は、収集した交通情報は、次により情報提供に努めるものとする。

ア 電話照会に対する情報提供

イ 報道機関に対する情報提供

ウ 道路交通情報板による情報提供

エ 道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）による情報提供

オ 財団法人日本道路交通情報センターに対する情報提供

(2) 署長等は、ドライバー等に対して交通情報を提供できるよう積極的に広報に努める

ものとする。

７ その他

自然災害による交通障害が発生し、または発生するおそれがある場合の通報連絡は、

災害等の発生に伴う各種関係諸規定によるほか、この要領に定めるところによるものと

する。



別表１

一般道路における交通情報通報連絡基準

通報の種別 交 通 障 害 情 報 道路使用情報 交通渋滞情報 対 象 道 路 通 報 連 絡 先
署長等から 交規制課長から

(1) ３日間以上全面通行禁止 Ｂ通報又はＣ通報 Ｂ通報又はＣ通報 ・自動車専用 ・交通管制セ ・県下各警察署
が続くことが予想される場 及びその他の道路使 及びその他の渋滞で 道路 ンター ・関係行政機関、
合 用許可で、社会的に 渋滞の原因又は形態 ・国道 ・関係警察署 ・日本道路交通情報センター

(2) 災害対策基本法又は大規 大きな反響が予想さ 等が特異なもので、 ・主要地方道 ・道路管理者 ・報道機関等
模地震対策特別措置法に基 れる場合 社会的に大きな反響 ・その他の有 （自動車専道路、又は２以上の府県にまた

Ａ通報 づき、緊急輸送を行う車両 が予想される場合 料道路 がる国道の場合は、下記を加える）
以外の車両の通行を禁止し ・警察庁、
又は制限する場合 ・全管区

(3) 災害対策基本法に基づ ・全都道府県警察
き、市町村長が警戒地区を
設定し、又は解除した場合
６時間を超え、３日間以内 (1) ６時間を超えて 30 を越える渋 ・県下各警察署km

の全面通行禁止が続くことが 全面通行禁止を伴 滞長が１時間以上継 ・関係行政機関
予想される場合 う工事等が 行われ 続し、又は継続する ・日本道路交通情報センター

Ｂ通報 る場合 ことが予想される場 ・報道機関等
(2) ３日間を越える 合 （自動車専道路、又は２以上の府県にまた
車線規制又は交互 がる国道の場合は、下記を加える）
通行が行われる場 ・中部管区警察局及び隣接する管区
合 ・中部管区内県警察

・関係府県警察
(1) ２時間を超え、６時間以 30分以上６時間以 10 を越え、30 ・県下各警察署km km
内の全面通行禁止が続くこ 内の全面通行禁止が 以内の渋滞長が３時 ・関係行政機関
とが予想される場合 行われる場合 間以上継続し、又は ・日本道路交通情報センター

Ｃ通報 (2) 通常、冬期間に積雪等が 継続することが予想 ・報道機関等
ない 道路において、積雪等 される場合 （自動車専道路、又は２以上の府県にまた
のため、１時間以内の通行 がる国道の場合は、下記を加える）
禁止が行われた場合 ・中部管区警察局及び隣接する管区

・関係府県警察
Ａ，Ｂ，Ｃ各通報以外の交通情報で、一般交通に支障を及ぼすおそれが ・関係行政機関

ある場合 ・日本道路交通情報センター
Ｄ通報 ・報道機関等

（自動車専道路、又は２以上の府県にまた
がる国道の場合は、下記を加える）
・特に通報連絡を必要と認める隣接府県警
察

注）１ 管区とは、管区警察局、警視庁及び北海道警察をいう。
２ 隣接する管区警察局とは、中部管区警察局と隣接する管区警察局をいう。



別表２

高速道路における交通情報通報連絡基準

通報の種別 交 通 障 害 情 報 道 路 使 用 情 報 交通渋滞情報 対 象 道 路 通 報 連 絡 先
署長等から 交通規制課長から

(1) 24時間を超える本線通行禁 ７日間以上の本線通行禁止を Ｂ通報又はＣ通報 ・高速自動車 ・交通管制セ ・警察庁
止（分離区間の片側通行禁止を 必要とする場合 及びその他の渋滞 国道 ンター ・全管区
含む。以下同じ ）が予想され （時間規制を含む ） で、渋滞の原因又は ・関係警察署 ・全都道府県警察。 。
る場合 形態等が特異なもの ・道路管理者 ・県下各警察署
(2) 災害対策基本法又は大規模地 で、社会的に大きな ・関係行政機関
震対策特別措置法に基づき、緊 反響が予想される場 ・日本道路交通情報センター

Ａ通報 急輸送を行う車両以外の車両の 合 ・報道機関等
通行を禁止し、又は制限する場
合

(3) 災害対策基本法に基づき、市
町村長が警戒区域を設定し、又
は解除した場合

(1) ３時間を超え、24時間以内 (1) ６日間以内の本線通行禁 30 を越える渋 ・警察庁km
の本線通行禁止が予想される場 止を必要とする場合 滞長が３時間以上継 ・中部管区警察局
合 （時間規制を含む ） 続し、又は継続する ・特に通報連絡を必要と認め。

Ｂ通報 (2) ７日間以上車線規制を実施す (2) 対面通行又は片側交互通 ことが予想される場 る管区、府県警察及びこれ
る場合 行を必要とする場合 合 を管轄する管区

(3) ６時間以上の車線規制を ・関係行政機関
７日間以上実施する場合 ・日本道路交通情報センター

(4) 道路使用の区間が２以上 ・報道機関等
の府県にわたる場合

(1) １時間を超え、３時間以内の ６時間以上の車線規制を１日 20 以上30 以 ・中部管区警察局km km
本線通行禁止が予想される場合 以上６日間以内、実施する場合 内の渋滞長が３時間 ・特に通報連絡を必要と認め

Ｃ通報 (2) ６時間以上６日以内の車線規 以上継続し、又は継 る管区、府県警察及びこれ
制を実施する場合 続することが予想さ を管轄する管区

れる場合 ・関係行政機関
・日本道路交通情報センター
・報道機関等

Ａ，Ｂ，Ｃ各通報以外の交通情報で、一般交通に支障を及ぼすおそれがある場合 ・特に通報連絡を必要
Ｄ通報 と認める隣接県警察

・関係行政機関
・日本道路交通情報センター
・報道機関等

注）１ 特に通報連絡を必要と認める管区、府県警察及びこれを管轄する管区とは、交通障害等により影響を受けると予想される中部管区
警察局内の県警察、隣接管区警察局及び隣接管区内の府県警察をいう。

２ 隣接管区とは、中部管区警察局と隣接する管区警察局をいう。



別記様式

通報の種別 □ □ □ □Ｄ道路交通情報通報票 A Ｂ Ｃ

通報日時 平成 年 月 日 時 分 警察署(隊) 担当

発生（使用）日時 平成 年 月 日 時 分頃から
（期間） （平成 年 月 日 時 分頃まで）

交通情報の種別 □ 交通障害 □ 道路使用 □ 交通渋滞

道路種別 □高速道路 □自動車専用道 □国道 □主要地方道 路線名
□その他の有料道路 □一般県道 □市町村道

発生場所 区間 ～

１ 通行止 □詳細なし □進入禁止 □冬期通行止め □不明 □（ ）

２ 大型通行止 □詳細なし □大型車通行止 □大型特殊通行止 □大型貨物通行止
□不明 □（ ）

３ 右左折規制 □詳細なし □右折禁止 □左折禁止 □直進禁止 □右左折禁止
□不明 □（ ）

４ 車線規制 □詳細なし □１車線規制 □２車線規制 □（ ）

規制内容 ５ 片側規制 □詳細なし □片側交互通行 □片側通行 □対面通行 □不明

６ チェーン規制 □詳細なし □５０ □不明 □（ ）km/h

７ 移動規制 □詳細なし □路肩寄り □センター寄り □（ ）

８ その他 □詳細なし □規制なし □不明 □（ ）

１ 事故 □詳細なし □人身事故 □物損事故 □不明 □（ ）

２ 火災 □詳細なし □車両火災 □路面火災 □トンネル火災 □沿道火災
（ ）□斜面火災 □法面火災 □道路脇施設火災 □不明 □

３ 路上障害物 □詳細なし □故障車 □落下物 □不明 □（ ）

４ 工事 □詳細なし □電気工事 □ガス工事 □水道工事 □舗装工事
□歩道工事 □電話工事 □下水道工事 □法面工事 □架橋工事
□道路工事 □交通安全施設工事 □事故復旧工事 □災害工事
□標識工事 □ガードレール工事 □不明 □（ ）

５ 作業 □詳細なし □道路施設清掃 □樹木伐採 □植栽作業 □除草作業
□除雪作業 □凍結防止剤散布作業 □法面作業 □排水作業
□架橋補修作業 □トンネル内清掃点検 □照明設備清掃点検

原因内容 □レーンマーク作業 □点検作業 □不明 □（ ）

６ 行事等 □詳細なし □御警衛 □催し物 □パレード □祭礼 □デモ
□歩行者天国 □マラソン □警備 □不明 □（ ）

７ 気象 □詳細なし □雪 □大雪 □凍結 □強風 □霧 □大雨 □台風
□洪水 □吹雪 □雪崩 □雷 □積雪 □横風 □シャーベット
□圧雪 □雷雨 □不明 □（ ）

８ 災害 □詳細なし □土砂崩れ □落石 □道路冠水 □冠水 □道路陥没
□道路損壊 □倒木 □停電 □落雷 □不明 □（ ）

９ その他 □詳細なし □不明

迂回路 有 無 （路線名等）

交通障害等解消の見通し □ 月 日 時 分頃 □不明

警察署（隊）措置状況

他の警察署等への依頼事項

※ 該当項目の□をチェックすること。
※ 交通障害区間（場所）を記入した位置図を添付すること。


